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１．はじめに

　持続的な社会発展に繋がるイノベーションの創出が求められる中、それらを担う中心的な人

材である研究者の活躍が不可欠である。しかし、わが国では、諸外国と比較して、研究者に占

める女性の割合は低く、これまで女性研究者のキャリア継続の困難さが指摘されてきた（篠原, 

2020）。女性研究者のキャリアやワーク・ライフ・バランスに関しては、大学や研究機関に所

属する女性研究者が議論の対象の中心となることが多く、企業に所属する女性研究者のキャリ

アにはこれまで十分に焦点が当てられてこなかった。特に情報科学領域は企業で働く女性研究

者が増加している領域であるが、企業で働く情報科学領域の女性研究者のキャリアやワーク・

ライフ・バランスに関する研究は十分に行われていない現状がある。

　そこで、本稿では企業で働く情報科学領域の女性研究者に注目して、彼女らのキャリアや仕

事と家庭の両立、子育てに関する現状や先行研究を確認し、探索的な分析を通じて企業で働く

情報科学領域の女性研究者のキャリアや仕事と家庭の両立、子育てに関する実態を把握する。
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２．問題の背景

２－１．女性研究者の人数や割合の現状

　まず、情報科学領域を含む女性研究者全体に関する現状を確認する。はじめに、わが国の研

究者に占める女性の割合（図１）に関しては、令和４年版男女共同参画白書によれば（内閣府

男女共同参画局, 2022）、最も高い国はラトビアで50.6%であった。その他、英国39.0%、イタリ

ア34.2%、米国34.0%、フランス28.3%、ドイツ28.1%に対し、日本は17.5%であり、国際的に見

ても日本の女性研究者の割合は低いと言える。

　本稿の対象である企業で働く情報科学領域の女性研究者の人数（実数）や割合については、

2022年（令和４年）科学技術研究調査（総務省統計局, 2022）の2022年３月31日現在の調査結

果をもとに、日本国内の他の所属組織や領域と比較しながら確認する。なお、科学技術研究調

査の研究領域の分類（総務省統計局, 2023b, 2023a）に準じて、科学技術研究調査における自然

科学の理学のうちの情報科学の研究者数を情報科学領域の研究者数と捉える。まず、大学等、

非営利団体・公的機関、企業の研究者を合わせた国内全体の研究者数（図２）に関しては、98

万3,604人であった。所属組織別の研究者数（図２）に関しては、研究者全体では企業が59万8,833

人で最も研究者が所属している組織であったが、女性研究者に限定すると、大学等が９万7,460

図１　研究者に占める女性の国別の割合
出典：総務省統計局（2022）
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人、一方、企業が６万9,211人となっており、女性研究者が所属する組織としては大学等が最も

多くなっていた。また、女性研究者の所属組織別の割合（図３）に関しては、大学等における

女性研究者が55.6%、非営利団体・公的機関における女性研究者が5.0%、企業における女性研

究者39.5%となっていた。

　所属組織別・専門別の女性研究者の割合（図４）も確認すると、研究者全体では、大学等に

おける女性研究者の割合が最も高く28.6%、次いで、非営利団体・公的機関における女性研究

者の割合が20.0%、企業における女性研究者の割合が最も低く11.6%であった。しかしながら、

図２　所属組織別の研究者数（実数）
出典：総務省統計局（2022）

図３　女性研究者の所属組織別の割合
出典：総務省統計局（2022）
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それらの割合は専門で異なる状況も伺える。例えば、人文・社会科学や自然科学の保健では、

いずれの所属組織の女性研究者の割合も30%前後で比較的高い傾向が見られる。一方で、自然

科学の工学では、大学等における女性研究者の割合は13.5%だが、企業における女性研究者の

割合は7.0%と低くなっていた。

　本稿の対象である自然科学の理学の情報科学の女性研究者（図５）に関しては、企業におけ

る女性研究者数が6,608人（90.0%）、大学等における女性研究者（本務者）数が669人（9.1%）、

非営利団体・公的機関における女性研究者数が69人（0.9%）であり、企業に所属する女性研究

者が最も多い。また、所属組織別の情報科学の女性研究者の割合（図４）については、企業に

おける女性研究者の割合が12.5%、大学等における女性研究者（本務者）の割合が13.2%、非営

利団体・公的機関における女性研究者の割合が9.4%となっていて、所属組織別で大きな差は見

られない。また、企業における情報科学の女性研究者数の推移（図６）としては、2012年に3,046

人であったが、2022年には6,608人に達しており、10年で約2.2倍に増加している。なお、総数では、

2012年の29,106人から、2022年の53,059人になっており、同期間でおよそ1.8倍に増加している。

図４　所属組織別・専門別の女性研究者の割合
出典：総務省統計局（2022）
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２－２．女性研究者全体のキャリアやワーク・ライフ・バランスの現状

　続いて、男女共同参画学協会連絡会が実施した第５回科学技術系専門職の男女共同参画実態

調査（男女共同参画学協会連絡会, 2022）から、情報科学領域を含む女性研究者全体のキャリ

アやワーク・ライフ・バランスの現状を把握する。女性研究者の今後のキャリア希望に関して

は、大学・研究機関等で研究に従事したいと回答した女性研究者は半数を超えて最も割合が高

かったが、企業等で研究・開発に従事したい女性研究者は15%ほどにとどまっていた。

図５　情報科学の女性研究者の所属組織別の人数と割合
出典：総務省統計局（2022）

図６　企業における情報科学の女性研究者数の推移
出典：総務省統計局（2022）
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配偶者やパートナーの有無に関しては、男性研究者の８割程度が配偶者やパートナーがいると

回答していたのに対して、女性研究者では６割程度であった。また、子どもの人数の平均につ

いては、男女とも30～34歳代では0.5人、35〜39歳代では1.0人程度であった。ただ、40～50代では、

女性研究者の子どもの人数の平均は１人であったが、男性研究者では1.5人に近くに達していた。

生涯に持ちたい理想の子どもの人数については、男性研究者と女性研究者ともに、２人が最も

多く約５割を占めており、理想の子どもの人数よりも実際の子どもの人数が低い結果になって

いた。さらに、そのような理想の子どもの人数を実現できない理由を尋ねたところ、育児とキャ

リア形成の両立を理由として回答した女性研究者が約３割で最も高い割合の理由であった。

　女性研究者の子どもの日中の保育担当者に関しては、未就学児の場合、保育園等が約75%、

小学生の場合、学童保育等が約55%で最も高い割合であった。育児休業の取得については、希

望通りに育児休業を取得した女性研究者は約40%であった一方、育児休業を取得しなかった女

性研究者は約30%もいた。育児休業を取得しなかった理由としては、職場環境を理由とした回

答が約40%で最も高い割合であった。

　以上の現状を鑑みると、企業で働く情報科学領域の女性研究者数は他の所属組織よりも多い

ものの、企業で働く情報科学領域の女性研究者の割合は日本全体の平均を下回っており、企業

の情報科学領域の女性研究者においても、第５回科学技術系専門職の男女共同参画実態調査（男

女共同参画学協会連絡会, 2022）で指摘されているキャリアやワーク・ライフ・バランスの課

題が存在している可能性が示唆される。

３．先行研究

３－１．日本の女性研究者と情報科学領域の労働者のキャリアやワーク・ライフ・バランス

　企業で働く情報科学領域の女性研究者も含む女性研究者全体や情報科学領域の従業員のキャ

リアやワーク・ライフ・バランスに関する先行研究として、本稿では、篠原（2020）と三輪（2001, 

2011）を概観する。

　女性研究者の取り巻く環境やキャリア形成、ワーク・ライフ・バランスの課題を整理した篠

原（2020）は、工学や理学の分野での女子学生や女性研究者の割合が低いことや大学の職位が

上がるほど、女性教員の割合が低いこと、女性研究者の昇進スピードが遅いことを指摘してい

る。また、そのような課題が生じる背景として、女性研究者の「自信のなさ」や、自分が評価

されているのは運が良かったためで、実際には能力がないことを周囲に見破られてしまうので
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はないかという不安を抱く「インポスター現象」がある可能性を示唆している。また、本稿で

も先述した科学技術系専門職の男女共同参画実態調査の調査結果をもとに、女性研究者には

様々なワーク・ライフ・バランスの課題があることも紹介している。さらには本稿でも次節で

説明するワーク・ファミリー・コンフリクトやワーク・ファミリー・エンリッチメントの概念

を取り上げながら、女性研究者のキャリア継続・形成や、研究活動と私生活の両立などに対す

る支援の重要性を指摘している。

　ソフトウェア技術者のキャリア発達におけるキャリア志向と学習や行動の変化を検証した三

輪（2001）は、ソフトウェア技術者のキャリア志向を、Gouldner（1957）や他の様々な先行研

究の議論をもとに、昇進や組織に対する貢献や対人的業務を重視するキャリア志向である「ロー

カル的志向」と、専門知識の探求や外部の同業者への準拠、専門領域におけるキャリア継続を

重視するキャリア志向である「コスモポリタン的志向」に分類している。そのようなローカル

的志向とコスモポリタン的志向が、上流工程やプロジェクト・マネジャーの経験やキャリアの

移行期の自己変革によってうまく統合されると、高い成果を生み出す組織内の中核人材になり

うることを指摘している。また、三輪（2011）では、因子分析の結果、ソフトウェア技術者のキャ

リア志向は、「専門職志向」、「経営管理志向」、「社会貢献志向」、「自律志向」の４つに分かれ

ることを報告している。そして、組織内キャリアにおいては、専門職志向や経営管理志向との

関連が、組織間キャリアにおいては、社会貢献志向との関連が強くなることを指摘している。

３－２．キャリアや仕事と家庭の両立、子育ての主要概念

　次に、企業で働く情報科学領域の女性研究者のキャリアや仕事と家庭の両立、子育ての実態

を分析するために、篠原（2020）と三輪（2001, 2011）等の先行研究を参考に、キャリアや仕

事と家庭の両立、子育てに関する研究領域で議論されている主要概念を確認する（表１）。

表１　本研究で用いるキャリアや仕事と家庭の両立、子育ての主要概念の定義
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　まず、キャリアに関する主要概念として、本稿では、「キャリア・オリエンテーション」と「離

職意思」、「キャリア満足」の３つに注目する。１つめのキャリア・オリエンテーションとは、「仕

事に関連する個人の動機・価値観・ニーズのことであり、仕事に関連する意思決定に対して影

響をあたえるもの」と定義されている（坂爪, 2008）。キャリア・オリエンテーションは、「上昇」、

「保証」、「挑戦」、「自由」、「バランス」の５つの下位概念で構成されている。第１の上昇とは、「組

織内部での昇進、ならびにそれに伴う影響力・地位・金銭的報酬の増大を志向するもの」である。

第２の保証とは、「長期的な安定性を志向するもので、必ずしも組織内部での昇進を強く望ん

でいるわけではない。これを強く示す者は、組織に対する忠誠心が高いという特徴を有する。

同時に、従業員を大切に扱うという評判を有し、長期雇用を行っている組織を好む」ことであ

ると説明されている。第３の挑戦とは、「多少リスクを伴っても、自分が夢中になることがで

きるような仕事に従事できることを好む。組織内部での昇進というよりも、自分が夢中になる

ことができる職務を提供できる場所へと異動しようとする」ことである。第４の自由とは、「規

則や規範を好まず、自律性が尊重され、管理が厳しくないこと、結果に対する責任を負ってい

ることを志向する。組織内部での昇進を主たる目的としていない」ことを意味している。第５

のバランスとは、「仕事が重要な要因であることに違いはないが、それによって仕事以外の生

活領域が侵食されることは好まない」ことと説明されている。２つめの離職意思とは、離職

を決定する直前の意思である（山本, 2009）。３つめのキャリア満足とは、「様々なキャリアに

関する目標達成や成功の実現に向けての個人の成長に対する評価」（Spurk, Abele & Volmer, 

2011）を意味している。

　次に、仕事と家庭の両立に関する主要概念として、本稿では、「ワーク・ファミリー・コン

フリクト」と「ワーク・ファミリー・エンリッチメント」の２つに注目する。１つめのワーク・ファ

ミリー・コンフリクトとは、「ある個人の仕事と家族領域における役割要請が、いくつかの観

点で、互いに両立しないような、役割間葛藤の一形態」と定義されている（藤本・吉田, 1999; 

Greenhaus & Beutell, 1985）。つまり、仕事と家庭生活で求められる役割の間に葛藤（コンフ

リクト）が生じ、両方の役割を同時に果たすことが困難な状態を示している。そのような状態は、

仕事が原因で家庭生活での役割遂行に困難が生じている「仕事から家庭生活への葛藤」と、家

庭生活が原因で仕事での役割遂行に困難が生じている「家庭生活から仕事への葛藤」の２つの

葛藤の方向性があることが指摘されている（Greenhaus & Beutell, 1985; 藤本ほか, 2013）。また、

ワーク・ファミリー・コンフリクトの内容としては、①仕事（家庭生活）での役割を果たすこ

とで、家庭生活（仕事）での役割を果たす時間が足りなくなる「時間に基づく葛藤」、②仕事

（家庭生活）で経験したストレスによって、もう一方の家庭生活（仕事）の役割遂行を妨げる
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「ストレインに基づく葛藤」、③仕事と家庭生活で期待されるそれぞれの行動パターンが異なり、

切り替えがうまくいかない「行動に基づく葛藤」がある（Greenhaus & Beutell, 1985; 藤本ほか, 

2013）。

　２つめのワーク・ファミリー・エンリッチメントとは、仕事と家庭生活の両方の役割を果た

す上で、仕事（家庭生活）の役割の中で経験したことがもう一方の家庭生活（仕事）の役割に

おける生活の質（パフォーマンスや感情など）をどれくらい充実させるかの程度を意味してい

る（Greenhaus & Powell, 2006）。したがって、仕事や家庭生活の役割で経験したことが、他方

の役割に良い影響を与えている状態を意味する。ワーク・ファミリー・エンリッチメントも、ワー

ク・ファミリー・コンフリクトと同様に、仕事から家庭生活への充実と、家庭生活から仕事へ

の充実の２つの方向性を持っている（Greenhaus & Beutell, 1985; 藤本, 2011）。また、ワーク・

ファミリー・エンリッチメントの内容としては、新たなスキルや視野を得る「道具的な充実」や、

喜びや嬉しさなどの肯定的な感情や気分をもたらす「情緒的な充実」などがあることが指摘さ

れている（Greenhaus & Beutell, 1985; 藤本, 2011）。

　最後に、子育てに関する主要概念として、本稿では夫婦で協力して子育てをする重要性の高

まりを踏まえて（武石ほか, 2017; 中村ほか, 2021）、コペアレンティングを取り上げる。コペ

アレンティングとは、「両親または親の代わりとなる人物が親の役割を担う上でお互いに関わ

り合う方法」と定義されている（Feinberg, 2003）。コペアレンティングにおいては、必ずし

も親の役割を平等に担うべきものであるということは意味しておらず、どれくらい平等にそ

の役割を担うかは当事者によって決められるものだと考えられている（Feinberg, 2003）。ま

た、コペアレンティングは次の７つの下位尺度から構成されるコペアレンティング関係尺度で

捉えられている（Feinberg, 2002; Feinberg, Brown & Kan, 2012; 武石ほか, 2017）。①どのよ

うに子どもを育てるかに関して、それぞれの親の考え方が近いかどうかを意味する「育児の合

意（childrearing agreement）」、②子どもが発達の節目を迎えたことやチームとして一緒に育

児を経験すること、パートナーの親としての成長を感じることの喜びの分かち合いを示す「育

児による親密性（coparenting closeness）」、③親同士の対立を子どもに見せてしまうことを表

す「子どもの前でのもめ事（exposure to conflict）」、④「パートナーの育児の承認（endorse 

partner parenting）」、⑤パートナーの親としての能力の肯定や貢献の賞賛、子育ての決定や権

限の支持を表す「サポート（coparental support）」、⑥パートナーを傷つけるような非難や批

判や軽視を示す「阻害（coparental undermining）」、⑦日課や育児、家事に関連する義務や作業、

責任の分割を表す「家事・育児の分担（division of labor）」の７つである（Feinberg, 2002; 

Feinberg, Brown & Kan, 2012; 武石ほか, 2017）。
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４．分析

　これまで女性研究者全体や情報科学領域の従業員のキャリアやワーク・ライフ・バランスに

関する先行研究やキャリアや仕事と家庭の両立、子育てに関する研究領域で議論されている主

要概念を確認してきた。ただ、本稿が対象とする企業で働く情報科学領域の女性研究者のキャ

リアや仕事と家庭の両立、子育てについては、ほとんど研究の焦点が当てられてこなかった。

そこで、本稿では、企業で働く情報科学領域の女性研究者のキャリアや仕事と家庭の両立、子

育てに関する実態を把握するために、探索的に３つの分析を実施する。

４－１．企業で働く情報科学領域の女性研究者のキャリアに関する分析（分析１）

４－１－１．データ

　2021年２月に同志社大学大学院総合政策科学研究科の藤本哲史教授、同大学院博士後期課程

大学院生の伊藤鞠氏と筆者の３名が、企業で働く情報科学領域の研究者・技術者のキャリアに

関する調査を実施した。本調査はGMOリサーチ株式会社の登録モニタに対して、2021年２月

５～８日（１時点目）、２月19～22日（２時点目）の２週間間隔で実施されたものである。本

調査の中から、企業で勤務する情報科学領域の女性研究者173人と、比較のため、男性研究者

209人、女性技術者68人、男性技術者61人も分析対象者とする。本稿での研究者の定義としては、

科学技術研究調査における企業の研究者やソフトウェア開発者の研究者の定義（総務省統計局, 

2023b, 2023a）に準じて、大学卒業者で、①特定のテーマの研究を行っている、②製品及び生産・

製造工程などに関する開発や技術的改善を図るために行われる活動を行っている、③システム

設計、プログラム構造定義など、製品またはその一部を考案・設計している（コーディング作

業のみは除く）の３つのいずれかに現在の仕事が該当する場合に研究者とみなしている。なお、

オンライン調査における努力の最小限化を軽減するために、三浦・小林（2018）を参考にして、

DQS（Directed Questions Scale）項目を設定し、DQSに違反した回答者を除外している。

　表２は分析１の対象者の主な属性である。分析対象者の女性研究者の属性の特徴として、職

種に関しては、技術系（ソフトウェア、ネットワーク）のシステム開発（Web・オープン系）

が42.8%で最も高い割合を占めている。学位に関しては、修士号あるいは博士号の保有者は

16.2%である。研究者の定義に該当する活動の実施の有無に関しては、仕事上での特定テーマ

の研究活動を実施している者は11.6%、製品及び生産・製造工程などに関する開発や技術的改

善を図るための活動を実施している者は41.0%、システム設計、プログラム構造定義など、製

品またはその一部を考案・設計する（コーディング作業のみは除く）活動を実施している者は
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83.8%である。

４－１－２．変数

　年齢　年齢の入力値を変数として使用する。

　キャリア・オリエンテーション　Derr（1986）を基に開発されたキャリア適性尺度（坂爪, 

2008）の33項目を用いる。本尺度は、上昇の７項目（例えば、「会社で高い地位を得ること」や「政

治的手腕のあるリーダーとなり、メンバーを統率すること」など）、保証の６項目１）（例えば、「今

の会社で定年まで働くこと」や「自分を犠牲にしても、上司や会社のために目標を変更すること」

など）、挑戦の６項目２）（例えば、「会社にとっても、自分にとっても、新しい仕事に取り組むこと」

や「誰もやったことがないような新しい仕事に取り組むこと」など）、自由の７項目（例えば、「自

分のやり方やペースで仕事をすること」や「会社や他人のやり方やペースにとらわれず、自分

のやり方を重視して仕事をすること」など）、バランスの７項目（例えば、「自分の生活と仕事

のバランスをとること」や「仕事のことで、個人的な生活を邪魔されないこと」など）の５つ

の下位尺度から構成されている。各項目は、「１＝重要ではない～５＝重要である」の５件法

表２　分析１の対象者の主な属性
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による回答とした。これらの項目は２時点目の調査で測定され、下位尺度の各６～７項目の平

均得点をそれぞれ変数として使用する（上昇：α＝.943、保証：α＝.866、挑戦：α＝.934、自

由：α＝.901、バランス：α＝.950）。

　離職意思　離職意思の先行研究（Hom, Griffeth & Sellaro, 1984; Mitchell, et al., 2001）で用

いられた３項目（例えば、「あなたは今後12ヶ月間に会社を離職するつもりですか？」や「あ

なたは今から12ヶ月以内に会社を辞めようと、どれくらい強く思っていますか？」など）を用

いる。各項目は、「１＝まったくあてはまらない～５＝とてもあてはまる」の５件法による回

答とした。これらの項目は２時点目の調査で測定され、３項目の平均得点として使用する（α

＝.973）。

　キャリア満足　キャリア満足尺度（Greenhaus, Parasuraman & Wormley, 1990）の５項目（例

えば、「キャリアで収めた成功に満足している」や「目標とする新しいスキルの習熟に向けて

前進していることに満足している」など）を用いる。各項目は、「１＝まったくあてはまらな

い～５＝とてもあてはまる」の５件法による回答とした。これらの項目は２時点目の調査で測

定され、本変数は５項目の平均得点として使用する（α＝.915）。

４－１－３．結果

　表３～６は女性研究者・男性研究者・女性技術者・男性技術者の分析１の平均値や標準偏差

の記述統計と各変数の相関係数を示している。表３の女性研究者の結果を確認すると、年齢に

関しては、キャリア・オリエンテーションの自由との間に正の相関（r = .143; p < .05）がみら

れた。キャリア・オリエンテーションの下位尺度間の相関については、上昇と保証（r = .458; 

p < .001）、上昇と挑戦（r = .539; p < .001）、上昇と自由（r = .216; p < .01）、保証と挑戦（r = 

.278; p < .001）、挑戦と自由（r = .445; p < .001）、自由とバランス（r = .405; p < .001）の間に

それぞれ正の相関が確認できた。離職意思に関しては、保証（r = -.433; p < .001）とキャリア

満足（r = -.341; p < .001）との間に負の相関がみられた。キャリア満足については、上昇（r = 

.320; p < .001）や保証（r = .400; p < .001）、挑戦（r = .343; p < .001）との間に正の相関がある

という結果であった。
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表３　分析１の記述統計と相関係数（女性研究者）

表４　分析１の記述統計と相関係数（男性研究者）

表５　分析１の記述統計と相関係数（女性技術者）
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　また、女性研究者・男性研究者・女性技術者・男性技術者の間で、各変数の平均値に差が

みられるかどうか分散分析を実施した。女性研究者の結果に関しては、上昇（F（3,507） = 5.685; 

p < .001; η2 = .03）と保証（F（3,507） = 4.916; p < .001; η2 = .03）、バランス（F（3,507） = 6.511; p < 

.001; η2 = .04）で有意差が見られた。Tukey法による多重比較（５%）を行った結果、上昇と

保証では、女性研究者は男性研究者よりも有意に低いことがわかった。また、バランスでは、

女性研究者は男性研究者と男性技術者よりも有意に高いことがわかった。

４－２．企業で働く情報科学領域の女性研究者の仕事と家庭の両立に関する分析（分析2）

４－２－１．データ

　前節で用いた調査の継続調査として、2022年２月に同志社大学大学院総合政策科学研究科の

藤本哲史教授、同大学院博士後期課程大学院生の伊藤鞠氏と筆者の３名が、企業で働く情報科

学領域の研究者・技術者のキャリアに関する調査を実施した。本調査はGMOリサーチ株式会

社の登録モニタに対して、2022年２月３～７日（１時点目）、２月10～14日（２時点目）、２月

17～21日（３時点目）の１週間間隔で実施されたものである。本調査の中から、前節と同じ

研究者の定義に合致した企業で勤務する情報科学領域の女性研究者178人と、比較のため、男

性研究者202人、女性技術者75人、男性技術者78人も分析対象者とする。本データにおいても、

DQSに違反した回答者を除外している。

　表７は分析２の対象者の主な属性である。分析対象者の女性研究者の属性の特徴として、職

種に関しては、技術系（ソフトウェア、ネットワーク）のシステム開発（Web・オープン系）

が36.0%で最も高い割合を占めている。学位に関しては、修士号あるいは博士号の保有者は

25.8%である。研究者の定義に該当する仕事上での活動の実施の有無に関しては、特定テーマ

の研究活動を実施している者は10.1%、製品及び生産・製造工程などに関する開発や技術的改

表６　分析１の記述統計と相関係数（男性技術者）
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善を図るための活動を実施している者は31.5%、システム設計、プログラム構造定義など、製

品またはその一部を考案・設計する（コーディング作業のみは除く）活動を実施している者は

89.9%である。

４－２－２．変数

　年齢　年齢の入力値を変数として使用する。

　ワーク・ファミリー・コンフリクト　日本語版ワーク・ファミリー・コンフリクト尺度（渡

井ほか, 2006）の18項目の内、同尺度の短縮版（Matthews, Kath & Barnes-Farrell, 2010）の６

項目を用いる。本尺度は、「職務を果たすのに多くの時間を使うため、家族との活動ができな

いことがある」などのWFC（work-to-family conflict）の３項目（α＝.779）と、「家族として

の責任を果たすために多くの時間を使うので、仕事の活動が犠牲になっている」などのFWC

（family -to-work conflict）の３項目（α＝.770）の２つの下位尺度から構成されている。各項目は、

表７　分析２の対象者の主な属性
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「１＝まったくあてはまらない～５＝とてもあてはまる」の５件法による回答とした。これら

の項目は２時点目の調査で測定され、下位尺度の各３項目の平均得点をそれぞれ変数として使

用する。

　ワーク・ファミリー・エンリッチメント　日本語版ワーク・ファミリー・エンリッチメント

尺度（原, 2018）の18項目のうち、同尺度の短縮版（Kacmar, et al., 2014）の６項目を用いる。

本尺度は、「仕事をすることで、さまざまな立場を理解できるようになり、それにより、家族

のよい一員になれる」などのWFE（work-to-family enrichment）の３項目（α＝.865）と、「家

族と過ごすことで、さまざまなスキルが身につけられ、それにより、仕事がよくできるように

なる」などのFWE（family -to-work enrichment）の３項目（α＝.864）の２つの下位尺度か

ら構成されている。各項目は、「１＝まったくあてはまらない～５＝とてもあてはまる」の５

件法による回答とした。これらの項目は２時点目の調査で測定され、下位尺度の各３項目の平

均得点をそれぞれ変数として使用する。

　離職意思　３時点目の調査で測定された前節と同じ３項目の平均得点の変数として用いる

（α＝.972）。

　キャリア満足　３時点目の調査で測定された前節と同じ５項目の平均得点の変数として用い

る（α＝.932）。

４－２－３．結果

　表８～11は女性研究者・男性研究者・女性技術者・男性技術者の分析２の平均値や標準偏差

の記述統計と各変数の相関係数を示している。表８の女性研究者の結果を確認すると、年齢に

関しては、離職意思との間に負の相関（r = -.202; p < .01）が確認できた。ワーク・ファミリー・

コンフリクトに関しては、WFCとFWC（r = .542; p < .001）、WFCと離職意思（r = .243; p < 

.001）、FWCと離職意思（r = .211; p < .01）の間で正の相関がみられた。ワーク・ファミリー・

エンリッチメントについては、WFEとFWE（r = .644; p < .001）、WFEとキャリア満足（r = 

.248; p < .001）、FWEとキャリア満足（r = .283; p < .001）の間で正の相関が確認できた。また、

分析１の結果と同様に、離職意思とキャリア満足（r = -.197; p < .01）との間に負の相関がある

という結果であった。

　また、女性研究者・男性研究者・女性技術者・男性技術者の間で、各変数の平均値に差がみ

られるかどうか分散分析を実施した。しかし、女性研究者と他の性別・職種の間で有意な差が

見られた変数は確認できなかった。
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表８　分析２の記述統計と相関係数（女性研究者）

表９　分析２の記述統計と相関係数（男性研究者）

表10　分析２の記述統計と相関係数（女性技術者）

表11　分析２の記述統計と相関係数（男性技術者）
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４－３．企業で働く情報科学領域の女性研究者の子育てに関する分析（分析３）

４－３－１．データ

　前節のデータと同じ2022年２月に実施した企業で働く情報科学領域の研究者・技術者のキャ

リアに関する調査を用いる。本調査の中から、有配偶で未就学児がいる情報科学領域の女性研

究者30人と、比較のため、男性研究者31人、女性技術者10人、男性技術者10人も分析対象者と

する。なお、同様にDQSに違反した回答者を本分析でも除外している。

　表12は分析３の対象者の主な属性である。分析対象者の女性研究者の属性の特徴として、職

種に関しては、技術系（ソフトウェア、ネットワーク）のシステム開発（Web・オープン系）

が26.7%で最も高い割合を占めている。学位に関しては、修士号あるいは博士号の保有者は

43.3%である。研究者の定義に該当する仕事上での活動の実施の有無に関しては、特定テーマ

の研究活動を実施している者は13.3%、製品及び生産・製造工程などに関する開発や技術的改

善を図るための活動を実施している者は30.0%、システム設計、プログラム構造定義など、製

品またはその一部を考案・設計する（コーディング作業のみは除く）活動を実施している者は

86.7%である。

表12　分析３の対象者の主な属性
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４－３－２．変数

　年齢　年齢の入力値を変数として使用する。

　コペアレンティング　日本語版コペアレンティング関係尺度（武石ほか, 2017）の35項目う

ち、同尺度の短縮版（Feinberg, Brown & Kan, 2012）の14項目を用いる（α＝.902）。本尺度

は、「夫（妻）も私も、育児の方針は同じである」などの育児の同意の２項目、「子どもが生ま

れる前に比べて、夫（妻）との関係はよくなっている」などの育児による親密性の２項目、「子

どもがいるところで、子どもとは関係のない自分たちの関係性や夫婦の問題で夫（妻）ともめ

る」などの子どもの前でのもめ事の２項目、「私が一生懸命良い親としてがんばっていること

に、夫（妻）はとても感謝してくれる」などのサポートの２項目、「夫（妻）は、私よりも自

分の方が子どもの世話が上手なところを見せようとする」などの阻害の２項目、「私は夫（妻）

がいい親だと信じている」などのパートナーの育児の承認の２項目、「夫（妻）は子どもと遊

ぶのは好きだが、汚れ物の後始末などは私にまかせる」などの家事・育児の分担の２項目の７

つの下位尺度から構成されている。各項目は、「１＝まったくあてはまらない（まったくない）

～７＝とてもあてはまる（とても頻繁にある）」の７件法による回答とした。これらの項目は

３時点目の調査で測定され、14項目の平均得点を変数として使用する。

　ワーク・ファミリー・コンフリクト　２時点目の調査で測定された前節と同じWFC（α＝.712）

とFWC（α＝.730）の各３項目の平均得点の変数を用いる。

　ワーク・ファミリー・エンリッチメント　２時点目の調査で測定された前節と同じWFE（α

＝.891）とFWE（α＝.848）の各３項目の平均得点の変数を用いる。

　離職意思　３時点目の調査で測定された前節と同じ３項目の平均得点の変数として用いる

（α＝.975）。

　キャリア満足　３時点目の調査で測定された前節と同じ５項目の平均得点の変数として用い

る（α＝.950）。

４－３－３．結果

　表13～16は女性研究者・男性研究者・女性技術者・男性技術者の分析３の平均値や標準偏差

の記述統計と各変数の相関係数を示している。表13の女性研究者の結果を確認すると、年齢に

関しては、WFEとの間に正の相関（r = .368; p < .05）を確認できた。ワーク・ファミリー・

コンフリクトに関しては、WFCとFWC（r = .438; p < .05）、WFCと離職意思（r = .450; p < 

.05）の間で正の相関がみられた。ワーク・ファミリー・エンリッチメントについては、WFE

とFWE（r = .457; p < .05）、WFEとキャリア満足（r = .440; p < .05）の間で正の相関が確認で
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きた。ただ、コペアレンティングについては、他の変数と統計的に有意な相関は確認できなかっ

た。

　また、女性研究者・男性研究者・女性技術者・男性技術者の間で、各変数の平均値に差がみ

られるかどうか分散分析を実施した。しかし、女性研究者と他の性別・職種の間で有意な差が

見られた変数は確認できなかった。

表13　分析３の記述統計と相関係数（女性研究者）

表14　分析３の記述統計と相関係数（男性研究者）

表15　分析３の記述統計と相関係数（女性技術者）
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５．考察と結論

５－１．分析結果のまとめと考察

　本稿では、企業で働く情報科学領域の女性研究者のキャリアや仕事と家庭の両立、子育てに

関する３つの探索的な分析を実施した。主な分析結果は以下の通りである。まず企業で働く情

報科学領域の女性研究者のキャリアに関する分析１では、第１に、女性研究者のキャリア・オ

リエンテーションの保証やキャリア満足が高まるほど、離職意思が低くなる相関がみられた。

第２に、女性研究者のキャリア・オリエンテーションの上昇や保証、挑戦が高まるほど、キャ

リア満足が高くなる相関も確認できた。第３に、女性研究者のキャリア・オリエンテーション

の上昇と保証の平均値については、男性研究者よりも有意に低いことがわかった。また、女

性研究者のバランスの平均値については、男性研究者と男性技術者よりも有意に高いことがわ

かった。次に、情報科学領域の女性研究者の仕事と家庭の両立に関する分析２では、第４に、

女性研究者のワーク・ファミリー・コンフリクトのWFCやFWCが高まるほど、離職意思が高

くなる相関があることがわかった。第５に、女性研究者のワーク・ファミリー・エンリッチメ

ントのWFEやFWEが高まるほど、キャリア満足が高くなる相関も見られた。第６に、女性研

究者と男性研究者・女性技術者・男性技術者の間で、ワーク・ファミリー・コンフリクトやワー

ク・ファミリー・エンリッチメントの平均値に有意な差は確認できなかった。さらに、情報科

学領域の女性研究者の子育てに関する分析３では、第７に、女性研究者のコペアレンティング

と他の変数の間に、統計的に有意な相関は確認できなかった。第８に、女性研究者と男性研究者・

女性技術者・男性技術者の間で、コペアレンティングの平均値に有意な差は確認できなかった。

　上記の分析結果を踏まると、企業で働く情報科学領域の女性研究者の特徴として、組織内で

表16　分析３の記述統計と相関係数（男性技術者）
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のキャリア形成への志向の高さと低い離職意思と高いキャリア満足がそれぞれ関連している可

能性が示唆された。また、企業で働く情報科学領域の女性研究者は、自身のキャリアにおける

ワーク・ライフ・バランスへの志向が比較的高く、ワーク・ライフ・バランスが実現できてい

ない場合、その負の影響として離職意思が、ワーク・ライフ・バランスが実現できている場合、

その正の影響としてキャリア満足が、それぞれ関連している可能性が考えられる。しかし、企

業で働く情報科学領域の女性研究者のコペアレンティングについては、本分析においては、キャ

リアやワーク・ライフ・バランスとの統計的に有意な相関を見出すことはできなかった。

５－２．本稿の限界と今後の課題

　最後に、本稿の限界と今後の課題は次の通りである。第1に、本稿では企業で働く情報科学

領域の女性研究者のキャリアや仕事と家庭の両立、子育てに関する実態を把握する第一歩とし

て探索的な分析を実施したが、彼女らのキャリアや仕事と家庭の両立、子育ての課題を悪化さ

せたり改善させたりする要因の探索までは実施できていないことが挙げられる。今後は本稿で

取り上げた概念やその他の概念も用いながら、理論的な説明をもとにした概念間の関係性に関

する仮説検証型の研究を実施する必要があるだろう。第２に、企業で働く情報科学領域の女性

研究者の子育てに関する分析３においては、女性研究者のサンプルサイズ（n=30）が小さいた

め、本分析の結果は限定的に解釈する必要がある。今後は調査対象者の人数を増やすとともに、

比較対象となる男性や技術者の調査対象人数も増やす必要があるだろう。

〔謝辞〕本稿のもとになる研究は大阪商業大学共同参画研究所研究プロジェクトの助成（2020

～2021年度）を受けたものである。ここに記して感謝申し上げる。

注
１）  「保証」は他の下位尺度と同じ７項目の下位尺度であるが、本稿では「部下をまとめて部門の目標を達

成させること」の1項目を削除した。その理由として、坂爪（2008）の161ページの付属資料で掲載され
ているキャリア適性尺度の保証の項目には、「部下をまとめて部門の目標を達成させること」という項目
が含まれているが、89ページの表５−７の各尺度を構成する項目の保証の７項目の中に、本項目は含ま
れておらず、「自分を抑えてでも、会社の中で敵を作らないこと」が本来含まれるはずの項目だと考えら
れるためである。

２）「挑戦」に関しても、「保証」と同様に、「面白い仕事をするために専門能力をどんどん高めること」の１
項目を削除した。理由は保証と同様であるが、「難しいプロジェクトに取り組むこと」が本来含まれるは
ずの項目だと考えられるためである。
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